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釧路市 社会福祉課

「災害時要援護者に関する全国キャラバン」説明資料

釧路市における災害時要援護者
対策の実施状況について
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【講演内容】

１ 災害時要援護者対策のきっかけ

２ 災害時要援護者対策の経過

３ モデル事業の概要・実施状況

４ 釧路川不発弾処理の対応結果

５ 行政以外による動き
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１ 災害時要援護者対策のきっかけ
釧路市における過去の地震被害

東方沖地震

９４年（平成６年）
１０月４日
午後１０時２２分

震度６

負傷者４３７人

家屋 全壊 ６１棟、
半壊３４８棟、
一部損壊７０９５
棟

※写真は、釧路沖地震のもの。

十勝沖地震

０３年（平成１５
年）９月２６日
午前４時５０分

震度５強

負傷者２４３人

家屋 半壊 ２３８
棟、一部損壊
１５８棟

釧路沖地震

９３年（平成５年）
１月１５日
午後８時６分

震度６

死者２人
負傷者９６６人

家屋 全壊 ５３棟、
半壊２５４棟、一
部損壊５３００棟
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※白い部分は、津波による浸水予想区域外

津波による浸水予想区域 ※想定：釧路港約５m
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障がい者福祉アンケート結果①
（対象者2,000人，平成18年11月実施）
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障がい者福祉アンケート結果②
（対象者2,000人，平成18年11月実施）

※自力で避難できず、手助けをしてくれる人がいない方 ： ８．７％
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地域福祉計画策定のための地域懇談会
（開催回数１０回、市民２７１名参加）
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地域懇談会で多かった意見

【地域活動】

【障がい者】

【防犯・災害時の対応】

①困っていることは何か ②必要な制度や公的なサービスは何か
・町内会に入っていない障がい者、高齢者の
情報が分からない
・町内会の空洞化により、住民の情報が得ら
れない ③地域の助け合いに必要なこと・ものは何か

・行政が転入者に地域の町内会を紹介する
・行政が町内会に障がい者、高齢者に関する情
報を提供する

① ②
・独居の知的障がい者が住んでいるが、本人
からの求めがないので、支援ができない ③

① ②
・災害時要援護者の情報が分からない ・寝たきりの独居老人など災害時要援護者に関

する情報を行政が把握し、町内会に伝達する

③
･災害時に町内会が支援する



5

9

釧路市地域福祉計画（平成20年2月策定）上の位置づけ
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２ 災害時要援護者対策の経過
• 平成7年1月26日 「災害弱者対策会議」の設置

組織構成：総務課（防災担当）、社会福祉課、健康管理課、消防本部予防課

合意事項：各部局の避難困難者名簿（後に災害弱者名簿に改称）を整理・
統合し、弱者への統一的な対応を図る。

• 平成7年5月10日 組織拡大（市民生活課、高齢者福祉課を追加）

• 平成7年10月4日 津波浸水予想区域の災害弱者名簿の作成

• 平成10年6月29日 組織拡大（企画課（国際担当）追加）

• 平成11年1月25日 災害弱者対応マニュアルの作成（全戸配付）

①自助として日頃備えておくべきこと

②支援時に留意すること

③地域における支援体制構築の呼びかけ

• ～平成18年度 災害弱者名簿の更新、各部局の事業に関する情報交換

• 平成19年1月29日 「災害時要援護者対策会議」へ名称変更

• ～平成19年9月 ①全庁統一名簿(全市域対象）の作成

②「災害時要援護者安否確認・避難支援モデル事業」の基本設計

• 平成19年10月18日 モデル事業での個人情報の利用に関する承認

（個人情報保護運営審議会の答申）

• 平成20年4月～ モデル事業の実施（モデル地区公募開始）
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３ モデル事業の実施状況①

※モデル事業の事業計画

平成２０・２１年度の２ヵ年、合計６地区で実施。

その後は、事業マニュアルを作成し、各種団体あて配付し、

全市域への展開を図る。

(1)平成20年度モデル地区

①音別地区(対象地域：音別町海光1～3丁目町内会（3町内会))

平成20年5月28日 音別地区災害避難支援協働会設立

②大楽毛地区(対象地域：大楽毛地区連合町内会(18町内会))

平成20年6月3日 大楽毛地区災害避難支援協働会設立

③寿・宝浜地区(対象地域：寿町会・宝浜町内会(2町内会))

平成20年8月7日 寿・宝浜地区災害避難支援協働会設立
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モデル事業の実施状況②

(2)災害避難支援協働会の構成団体

①地区連合町内会又は対象地域内にある単位町内会

②地区民生委員児童委員協議会

③地区社会福祉協議会

④地区防災推進協議会

⑤家庭防災推進員地区部会

⑥赤十字奉仕団地区部会

⑦ボランティア連絡協議会など
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モデル事業において対象とする要援護者

１ 高齢者（６５歳以上）

（１）単独で移動できない方

介護認定調査による障がい

高齢者の日常生活自立度

（ねたきり度）B,Cに該当する方

（２）適切な判断ができない恐れ
のある方

介護認定調査による認知症

高齢者の日常生活自立度Ⅲ

以上に該当する方

（３）その他（１）（２）に準ずる方

２ 障がい者

（１）単独で移動できない恐れの
ある方

①視覚障害１～２級

②下肢障害及び体幹機能障害
１級

③内部障害のうち呼吸器機能
障害１級

（２）適切な判断ができない恐れ
のある方

①精神障害者保健福祉手帳１
級所持者

②療育手帳A所持者

（３）その他（１）（２）に準ずる方
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個人情報を利用（収集・提供）するための手法

個人情報保護運営審議会へ諮問（平成19年9月）

⇒同審議会からの答申により承認（平成19年10月）

《承認事項》

①目的外利用

実施機関内部・相互における個人情報を利用した要援護者
名簿（全庁統一名簿）の作成

②本人外収集

家族、福祉サービス事業者等を代理人とする申請書の提出

③外部提供

モデル事業の実行組織（避難支援協働会）への災害時要援
護者情報の提供

※未回答者の基本4情報（氏名・住所・年齢・性別）
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モデル事業の実施状況③

(3)各モデル地区の要援護者及び同意・不同意の状況

候補者
うち

同意者
うち

不同意者
うち

未回答者
候補者

うち
同意者

うち
不同意者

対象外

音別 13 7 0 6 13 10 1 2

大楽毛 32 5 1 26 34 20 8 6

寿・宝浜 6 0 0 6 13 10 2 1

合計 51 12 1 38 60 40 11 9

地区名

市からの事業案内（意向調査）時点 モデル事業開始後（10月末現在）

※事業案内（意向調査）は、各地区の協働会設立の2～3週間前に実施。

※事業開始後に増加した候補者は、地域（協働会構成員）からの推薦によるもの。

※「対象外」は、転出・死亡・入院により地域に在住していない方のほか、同居者が常時在宅し
支援が不要、障がいを持つが自由に移動が可能であること等から、本人・協働会の合意により
事業の対象から除外したもの。
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＜参考＞釧路市の災害時要援護者の状況
（介護保険事業計画の日常生活6圏域別）

地区名 要援護者数
うち介護認定を

受けている者

うち何らかの

障がいを持つ者

東部南地区 176 64(36.4%) 102(58.0%)

東部北地区 168 76(45.2%) 121(72.0%)

中部地区 404 229(56.7%) 294(72.8%)

西部地区 163 71(43.6%) 132(81.0%)

阿寒地区 36 8(22.2%) 24(66.7%)

音別地区 24 13(54.2%) 20(83.3%)

その他 66 － 45(68.2%)

合計 1,037 461(44.5%) 738(71.2%)
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事業の概要①（協働会設立～支援プラン検討）
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事業の概要②（訓練）
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モデル事業の効果

《効果》

・安否確認や避難支援を行うことで、地域の防災力
が向上し、災害による被害の減少が図られる。

・被災者の安否確認の迅速化が図られる。

・本人の同意のもと、要援護者の情報を把握し、地
域（協働会・支援者）と共有できる。

○防災を切り口としたご近所づきあいのきっかけづくり

○地域における各種団体相互の連携の強化
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モデル事業実施上の課題
《課題》

①個人情報の管理の徹底

・提供した情報の回収

・要援護者支援台帳等の厳重管理の要請

②個人情報の取扱に関する支援者の精神的負担の
軽減

・誓約書の提出（目的外利用、漏えい等の防止）、

支援台帳の受け取りに対する躊躇、拒否反応あり

③台帳情報等の維持

・同意者の状況の変化（転出、死亡等）への対応

④実行組織（協働会）の維持

・町内会役員等の交替

22

４ 釧路川不発弾処理の対応結果
対策本部（福祉班）対応記録 ①

平成２０年８月１日（金）

（不発弾処理に伴う対応）

１１：３０ 総務部総務課より不発弾発見（旭町）に関する第一報を受ける。

１２：５５ 災害対策本部班長会議において、避難指示を発令する旨の通告
を受ける。

１３：２５ 避難指示発令地区（旭町不発弾発見現場から半径５００ｍ以内）
の災害時要援護者名簿の作成を完了する。

１３：４５ 福祉班各課により、災害時要援護者への電話による避難情報の
伝達を開始する。

１４：３０ 自力で避難できない災害時要援護者の移送を開始する。（自宅
から避難所まで）

※避難広報班からの通報を含む

１６：３０ 災害時要援護者の避難所への移送を完了する。
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釧路川不発弾処理対策本部（福祉班）対応記録 ②

平成２０年８月１日（金）

（不発弾の西港移送に伴う対応）

２０：３０ 不発弾移動経路の半径５００ｍ以内の災害時要援護者名簿の作
成を完了する。

２０：４０ 福祉班各課により、災害時要援護者への電話による避難情報の
伝達を開始する。

２０：４５ 自力で避難できない災害時要援護者の移送を開始する。

２２：００ 災害時要援護者の避難所への移送を完了する。

（不発弾処理の一時終了に伴う対応）

２３：００ 避難所に避難している市民の自宅への移送を開始する。（教育
大・武道館）

２３：３０ 避難所に避難している市民の自宅への移送を完了する。
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災害時要援護者への対応

（１）対象者　　　　　　　　　　　　　１００名

　①災害時要援護者名簿登載者　８９名
種別 人数

高齢者（６５歳以上） ５５名
障がいを持つ高齢者 ２３名
障がい者 ４名
その他 ７名

合計 ８９名

　②通報により対象とした者　　　　１１名

（２）電話により確認した要援護者の状況

本人の状況 人数
自力又は家族による
避難が可能 ３５名
デイサービス等福祉
サービス利用中 ６名
自力による避難が
困難（要支援） ２９名
避難拒否 ５名
入院中 ５名
施設入所中 ２名
留守 １２名
転居済み ３名
死亡 ２名
不通 １名

合計 １００名

《市（福祉部）の対応》

①安否確認

②避難指示の発令に関する情報提供

③家族・親族等との連絡の要請

④避難場所への移送
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避難指示に対する住民の対応

避難指示

（１）第１回指示（12：55）

・避難施設：ＭＯＯ、教育大体育
館、武道館の３箇所

・避難対象地域：発見地点から
半径５００ｍ以内

・対象者：１,５５７世帯、２,５６０人

（２）指示拡大（20：45）

・避難施設：ロイヤルイン（ＭＯＯ
代替）、東急イン、中央小、合
同庁舎、釧路小の５箇所追加

・避難対象地域：台船移動経路
を基点とした半径５００ｍ以内

・対象者：４,２３７世帯、７,３２３人

避難者数（8/1 最終）

①ロイヤルイン ９０名

（ＭＯＯからの移動分含む）

②東急イン ４３名

③中央小学校 １３４名

④釧路合同庁舎 ５００名

⑤釧路小学校 ２１１名

⑥鶴ケ岱武道館 ７９名

⑦教育大学 ９０名

合計 １,１４７名
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不発弾処理に関する反省点・問題点（福祉班関係分）

①ろうあ者への情報伝達

• 自然災害でなかったため、防災メールの送信がなかった。

⇒健聴者がいない世帯への情報提供手段の確保が必要

②要援護者の移送

• 知的障がい者や寝たきり高齢者など、本人が移送に応じないケースがあっ
た。⇒個人の特性に応じた支援者の確保、移送体制の整備が必要

• 要援護者以外の一般市民から移送の要請があった。

③電話による避難誘導時の対応

• 電話による避難誘導の際に、避難生活に不可欠な薬などの持参を知らせて
いなかった。

④避難所の受入体制の整備

• 要援護者の中には投薬・介護などを必要とする者が相当数いた。

⇒避難所での滞在が長期に及ぶ場合には、要援護者への医療的・福祉的

処置が可能な体制の確保（福祉避難所の設置等）が必要
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５５ 行政以外による動き行政以外による動き
「地域福祉推進懇談会（三者懇談会）」の開催「地域福祉推進懇談会（三者懇談会）」の開催

⇒三者共同による要援護者対策事業の検討（予定）⇒三者共同による要援護者対策事業の検討（予定）

①市連合町内会

②市民生委員児童委員協議会

③市社会福祉協議会

28






